
 

４．【高齢者・有病者・障害者への先進的な在宅医療・介護の実現】 
 

（１）概要 
 ①プロジェクトの概要 

我が国では、少子高齢化による労働力の減少、国民医療費の増加が進ん

でいる中、高齢者・有病者・障害者が地域や社会で安心して暮らせる社会

の実現が望まれている。 

そのためには、在宅での高齢者・有病者・障害者の生活機能の向上に資

する医療機器・福祉機器等（福祉ロボット、機能回復機器、遠隔医療シス

テム関連機器を含む：以下、「支援機器」という）の活用が望まれる。また、

適切な支援が行われるためには、在宅医療・介護の省力化や低コスト化も

望まれる。これらの実現のために支援機器の研究開発を充実強化するとと

もに、制度上の整備を図ることによって、開発された支援機器が速やかに

社会に導入され、定着するための施策が求められている。 

具体的には、高齢者等の失われた、あるいは欠けている体の機能等を補

完することで心身機能の低下を克服し、生活機能（特に活動：生活行為）

の向上をはかり、適切な介護が与えられるとともに、介護する家族や介護

スタッフ等の時間的・身体的負担を軽減するために必要な先進的な支援機

器の研究開発を推進する。また、開発された支援機器等が社会に速やかに

導入され定着するためには、低コスト化に向けた技術開発や制度の整備も

必要である。さらに、医療機関や介護施設、介護する家族等が適切に役割

分担しつつ連携して効率的な在宅ケアを実現するための基盤を整備するこ

とにより、研究された成果の社会還元を加速する。 

 

②各省の役割分担及び連携体制 

技術開発については、関係府省庁が共同で身体の機能を補完するだけで

なく、生活機能向上（特に、活動と参加）にむけた先進的で利用者に優し

い支援機器の開発等の研究を利用者のニーズに基づいて推進する。 

 システム改革については、関係府省庁が開発された支援機器がそれを必

要としている対象者・家族にできるだけ広く速やかかつ適切に利用される

ようになるなど、研究の成果を広く普及させるための方策につき検討をし

ていく。また、医療・介護に資するロボットについては、経済産業省がコ

スト削減に資する共通化やプラットフォーム化に向けた開発や標準化への

取組みを推進するとともに、その成果の利用促進のための社会受容性の醸

成や普及活動などを実施する。 

その他、成果の導入に向けて、医療・福祉関連、建築関連、通信ネット

ワーク及び道路交通関連等の制度について研究開発段階から検証を行う。 
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（２）目標 
 ①目指すべき社会との関係 

 超高齢社会に突入している日本が目指すべき社会としては、高齢者・有

病者・障害者が不自由さを感じることなく、社会の中での役割を果たしつ

つ生き生きと活動的に生活することができる社会である。そのためには、

高齢者・有病者・障害者の身体面や疾病の面だけでなく、生活機能の向上

に向けた取組が必要であり、失われた機能を回復したり、自身が身体機能

を喪失していることを感じることなく日常生活を過ごすことを支援したり

する支援機器の開発や、生活を支援する介護者の心身の負担を軽減するよ

うな支援機器の開発が期待される。さらには、社会システム全体として、

生活機能の低下が認められる人も、地域で共に生活する人々と一体になっ

て社会参加が果たされる環境の整備も望まれる。 

例えば、脳卒中は毎年約 30 万人が発症し、それを原因として約 200 万人

が介護を必要とする状態になっているが、支援機器の研究開発により、脳

卒中患者が医療機関で治療を受けて退院した後も、自宅で医療機関からの

遠隔指導管理の下に機器を活用した適切なリハビリテーションを継続する

とともに、その時の身体状況に適した支援機器を活用することにより、発

症以前にも増して社会参加が果たされるような社会が期待される。 

また、約 170 万人が罹患していると言われている認知症は、その基礎疾

患として最も比率が高いアルツハイマー病の超早期の診断体制を確立して

適切に対応することによって、認知症の発症を遅らせることが出来るよう

になることを目指す。 

今後、上述のような社会を目指し、支援機器の開発と社会システムの改

革を着実に進めて行くことが必要となるが、本プロジェクトにおいてはそ

のための第一段階として、現在、高齢者・有病者・障害者や介護者のニー

ズが高く、技術的にも 5 年以内に実証研究が開始されることが期待される

支援機器について研究開発を推進し、社会に導入していくことでイノベー

ションの成果の社会還元を加速することを目標としている。具体的には、

「（４）具体的な取り組み」に掲げた支援機器等について、5 年以内に介護

や医療といった実際の現場において実証研究を行い、安全性・適応性・有

効性を検証するとともに、制度面も含め、普及方策について検討を行い、

実際にそれら支援機器の社会への導入・定着を促進することとしている。 

 このように、本プロジェクトにおいては 5 年という期間での成果を求め

ているが、国民がイノベーションの成果を真に実感できるためには、こう

した短期的スコープにとらわれることなく、長期的視点に立った社会還元

のためのプログラムへの継続した取り組みにより、次々と成果が得られて

行くことが求められる。そのためには、分野融合による研究開発の成果を

社会還元するという視点を保持しつつ、支援機器開発の基盤となる要素技

術を開発していくことも忘れてはならない。例えば、日常生活の場面での

活用が期待されるような汎用機器の普及が進めばすすむほど、その機器に
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用いられている要素技術を活用した支援機器の低コスト化が期待される。 

 そのような将来を睨んだ開発すべき要素技術の一つとして、機器それ自

身の判断で作動できるような、より高度な機能を有するインテリジェント

システムが挙げられる。このインテリジェントシステムは様々な生活の場

面で活用が期待されているが、支援機器分野において期待される実用化分

野としては、知的障害・認知障害・発達障害などの機能障害を克服してコ

ミュニケーションを支援するための言語・非言語情報の解釈と伝達、見守

りにおける対象者の意図の推定、視覚、聴覚、触覚等といった感覚モダリ

ティの異なる情報の意味の伝達（例：視覚障害者に月面の様相を伝えるな

ど）、及びそれらの通信ネットワークでの連携などが考えられる。 

 今後の技術開発の別の視点として、伝統的な支援機器においては主とし

て機能障害を補うことに努力を傾けてきたが、活動・参加向上の観点から

の技術開発が望まれる。また高度で高価格の支援機器を給付することより

も、治療や訓練による機能の再建のための技術や支援機器を開発していく

ことが重要であることを認識すべきである。そのためには、ユーザーと開

発者が一体となった技術開発が必要な場合もあり、その中で開発された支

援機器の効果に関する評価手法の確立も求められる。また、その評価には

実際に用いるユーザーの参加も望まれる。さらに、その評価に用いるため

の機器開発や評価基準等の整備にも取り組んで行くことが必要である。 

 

 ②社会還元加速プロジェクト終了時（５年後）までの目標 

  （ⅰ）実証研究の内容 

 ５年以内に、「（４）具体的な取り組み」に掲げた支援機器が、介護や

医療が実際に行われている現場において、実際に開発された機器を被験

者に用いられることによって、安全性・有効性の確認や、使い勝手等の

検討を行う実証研究を開始する。 

 なお、実証研究は、社会システムとしての実効性の検証を目指すもの

であり、開発されるそれぞれの支援機器に対する有効性、安全性の検証

を、様々な視点から定量的もしくは定性的に評価検証されることが望ま

れる。また、評価の指標に関する検討が不可欠となると考えられる。 

 例えば、実証研究を行うに当たり、ニーズを的確に把握した機器の研

究開発や普及がスムーズに行われるために、研究開発の開始時（既に開

発されているものについては、できる限り速やかに）から実証研究のプ

ロトコール（被験者の安全確保、人権と尊厳の擁護のためのインフォー

ムドコンセントの取得、個人情報の保護や倫理面の措置を含む研究計画）

について検討が必要となるものがある。そのようなものについては、実

際の実証研究に入るまでに実証研究のプロトコールについて、研究実施
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機関や共同研究機関、協力する介護施設等の倫理委員会の承認をとるこ

とが求められる。また、実証研究の大きな目的の一つとなる機器の有効

性の検証に当たっても、ユーザーの生活機能の全ての要素（心身機能、

活動、参加）について確認し、機器支援の対象とする項目と内容を明確

にした上で、それ以外への影響をも含めて検証できるように、プロトコ

ールの中にそうした項目を盛り込んでおくことが必要な場合もある。ま

た、「活動」（生活行為）については「能力」のみでなく、「実行状況」

の評価項目を設定しておくことも同様である。なお、介護者が用いる機

器の場合についても、介護等を受ける側について同様の検証を行うとと

もに、自己決定権尊重、個人情報保護等の倫理面の充実、長期的な有効

性・安全性（特に高齢者の状態は変化しやすい）の面についても十分な

配慮が望まれる。 

 

 （ⅱ）社会的還元の具体的方策 

本プロジェクトの社会還元の具体的方策としては、現状の社会ニーズ

の状況把握による５年以内の実証研究の開始を見据えた技術開発の選択

と集中による推進があげられる。加えて、社会への導入・定着を促進す

るための低コスト化に向けた技術開発やシステム改革、社会システムと

しての実効性の検証などがあげられる。 

 例えば、実証研究に入る段階で個別の機器ごとに市場規模や価格など

の点で普及が可能かどうかを考慮し、実証研究を行う。また、実証研究

の段階で、具体的な市場規模や生産コスト、販売価格などを検討すると

ともに、利用者が機器を購入するに当たって受けられる支援制度の有無

を確認し、普及の促進を図る。 

また、開発された支援機器が適切に用いられるために、必要に応じそ

の機器を用いる人の適応について、マイナスとなる可能性（例：廃用症

候群を生じる危険等、生活機能低下）も含めて、使用する際の心身機能、

活動、参加の状態、健康状態等の条件、使用に際して必要となる支援の

内容、他の機器サービスと比較しての利点・留意点を明らかにする。そ

して、それらを各支援機器のユーザー等が知り得、また適切に使用でき

る方法を整備する。 
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（３）ニーズの現状と課題 

①高齢者・有病者・障害者や介護者のニーズの状況 

（ⅰ）本人の直接的ニーズ 

高齢者・有病者・障害者が支援機器等を活用する目的としては、本人

の自立度の向上、社会参加の確保、生活機能低下予防、在宅生活の継続

性確保に対する領域のニーズが高いと考えられる。 

ア）活動の自立度向上 

ほとんどの活動（生活行為）は「移動＋目的行為」からなるため、移

動（特に歩行）能力の向上が活動向上の鍵となっている。また、その移

動について、ただ単に移動できるということでなく、移動した先の目的

行為と一連のものとしての移動の実現が重要である（ここでの移動とは、

姿勢あるいは位置を変化させることや、ある場所から他の場所への乗り

移ること（移乗）、用具や交通機関・手段を用いることによる移動等を含

む）。 

なお、高齢者の歩行困難は下肢筋力低下のみが原因ではなく、平衡機

能の低下、易疲労性、聴力・視力低下、付き添う同行者がいない、本人

と介護者の両者とも虚弱など、あるいはそれらの組み合わせが原因とな

っており、そうした原因そのものに対する対応も必要となる。 

また、社会参加は意思の伝達を前提としており、そのためには情報の

入力及び出力が円滑に出来ることが不可欠である。情報の入力のために

は、視覚や聴覚などの言語受容能力の補償機器、視覚や聴覚を代替する

外部情報の受容機器が必要である。情報の出力のためには、音声や動作

による言語表出能力を補償・代替する機器、発声能力障害や知的障害等

による表出能力を支援する機器が不可欠である。これら情報を入出力す

るための機器は、拡大・代替コミュニケーション機器とよばれることが

ある（ここで言うコミュニケーションは情報・メッセージの理解、表出

を意味しており、このコミュニケーションのための支援機器としては、

一対一の対話から通信ネットワークを用いる情報の受発信の支援までを

含む）。こうした拡大・代替コミュニケーション機器を用いることによっ

て、介護を必要としている人が介護者に自身の生活状況や身体状況を伝

えたり、通信ネットワークを経由して社会参加のための支援が受けられ

たり、様々なレベルでの支援が得られることが必要である。 

自立して家事ができることも重要である。訪問介護において家事援助

の実施率は高く、家事援助の支援機器の開発が求められる。 

杖等の歩行補助具については、その使用が有効でありながら実際の使
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用は少ない状況にある。支援機器には、まずその有効性を検証し、その

効果を広く知らしめることが必要不可欠である。そのほか、使用してみ

たくなるようなデザインやファッション性などの面も考慮するべきであ

る。 

また、上述したこれら支援機器の利用のためには、使用者の身体条件

への適合を第一義的に考慮しなければならないが、さらに有効活用する

ためには、身体条件のみならずその機器を用いて利用者の行う活動と参

加、機器を利用する環境や、その使用環境に適した活用方法にも配慮す

ることが求められる。 

さらに、バリアフリーに関する検討も重要である。段差解消やエレベ

ータ、エスカレータのみならず、小さな器具の使用や、屋内外での様々

な物の配置等、見直すべき点は多くある。 

イ）社会参加の確保 

日常生活や移動時等に介護を要していても、仕事、教育（特別支援教

育に着目した子供を重視した取組）、趣味、コミュニティ参加・外出の実

現への十分な取り組みが必要である。例えば、筋萎縮性側策硬化症等で

ベッド上や車いす生活であってもコミュニケーションできたり、インタ

ーネットを活用して仕事ができたりする機器の開発が必要である。また、

これらを支える体制の確保が重要である。 

ウ）生活機能低下予防 

高齢者における介護予防は緊急課題となっている。そのターゲットと

なる生活不活発病（廃用症候群）の予防・改善にむけての、「生活機能低

下の悪循環」防止の観点からの「活動」・「参加」向上の必要性は高いと

考えられる。例えば、慢性疾患（心疾患・呼吸器疾患など）に伴って、

あるいは社会活動や趣味の活動への参加の困難のために、生活が不活発

になり生活不活発病を起こしやすい高齢者、有病者、障害者が、生活不

活発病にならないための支援機器が求められる。 

エ）在宅生活の継続性の確保 

高齢者の独居や夫婦のみ世帯であっても、生活状況（健康状態、生活

機能、生活の活発さ、外出、等）の把握と異変の検知を可能とすること

で、在宅生活を継続でき、また別に住む家族も安心して生活できる。そ

うしたシステムも開発が望まれる。なお、高齢者世帯は全世帯中 17.8％

と多く、その内訳は、独居 48.5％、夫婦のみ 48.6％（2006 年度国民生活

基礎調査）となっている。 

オ）精神的な安寧の重視 

身体的側面のみでなく精神的側面の生活支援機器の開発が求められる。
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また、身体的側面に対する機器の開発にあたっても客観的側面の向上だ

けでなく、精神的な安寧の向上の観点も重視することが望まれる。 

 

 

（ⅱ）間接的ニーズ 

高齢者、有病者、障害者のためでなく、介護や医療を提供する側を支

援する機器へのニーズとしては、以下のものが考えられる。 

ア）介護者・サービス提供側の負担軽減（含：人手の節減） 

まず、介護動作時の身体的負担を軽減し、介護者の腰痛、肩痛等を予

防するための機器が必要である。 

また、介護が必要な状況を早期発見し、知らせる機器があれば、施設・

自宅内で介護者が離れることが可能となる。 

さらに、盲導犬、聴導犬、介助犬の育成には時間を要し、現在頭数が

限られていることから、こうした機能を代替する支援機器の開発も求め

られる。 

イ）健康状態についての遠隔的対応 

効率的な在宅医療の実施のためには、診療所にいるかかりつけ医が、

在宅の高齢者等の心身の状況を把握し、往診・受診の必要性を早期に判

断可能とすることが必要であり、そのための支援機器の開発が求められ

る。また、訪問介護・看護等での相談の必要性が出現した時に連携をと

り易いシステムの整備も必要となる。 

さらに、遠隔地の専門家による高度・専門的な医療が必要な場合、そ

れを可能とする遠隔操作による医療機器システムの開発が必要となる。 

 

②技術開発の現状と課題 

 （ｉ）海外比較・日本の位置づけ 

支援機器分野の技術開発の現状について、かつては欧米に大幅な後れ

を取っていたが、21 世紀に入るころからはほぼ肩を並べるようになり、

分野によっては我が国がリードする状況も見られるようになってきた。 

我が国の特徴は、民間主導の開発が特に活発であり、民生技術として

着実に基礎固めを行ってきた点にある。 

また、年齢や障害の有無にかかわらず、最初からできるだけ多くの人

が利用できるデザインにするというユニバーサルデザインが我が国では

既に市民権を獲得しており、様々な製品が共用品として発表され、指導

的な大企業においてもユニバーサルデザインの重要性が認識されている。

一方、欧米においては我が国におけるほど共用品を眼にすることがない。
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これは、共用品とすることによるコスト上昇を嫌う企業が多いことにも

一因があると考えられる。 

ロボットの実用化・導入については、ヨーロッパにおいては原子力技

術の転用によるロボット開発が継続され、ＥＵプロジェクトとしての支

援のもと、身体障害者用ロボットアーム（ExactDynamics 社、ＡＲＭ）が

１９９０年に開発・商品化された。その後、一部の国において購入者が

申請により政府から補助を受けられるようになったことから今世紀初頭

より導入が進んだ。我が国においても機能は限定的ではあるが低廉なロ

ボットアーム（セコム、マイスプーン）が民間ベースで２００２年に開

発・商品化され、２００６年に助成事業の対象品目として認定されたこ

とから現在導入が進んでいる。アメリカにおいては、教育省の障害関連

の研究費配分機関である NIDRR において、高価なロボットアームを個人

に給付するよりは、訓練ロボットを病院・施設に配置し機能回復を図る

のが低コストであるとの認識から、上肢リハビリテーション訓練用ロボ

ットに重点投資がされている。 

欧米との制度上の相違点については、欧米においては車いすから障害

者用のコンピュータアクセサリに至るまで医療用具に区分されているの

に対し、我が国では医療用具と位置づけられていない点である。近隣の

韓国、中国も欧米と同様の体制を取っている。システム改革においては

この点についても配慮が必要となる。 

 

（ii）技術開発上の課題 

本プロジェクトにおける具体的な支援機器の開発に当たっては、一般

的に以下の課題に留意することが望ましい。 

（A）開発の推進 

臨床・介護現場のニーズ等や、医療機器、福祉機器市場の基本的性質

に基づき、開発を戦略的に進める必要がある。以下の点に留意すること

が求められる。 

・ ニーズに対応する問題解決の戦略が明確で、臨床の専門家によって有

用性について高く評価されていることが必要である。その評価には、

必要な介護サービスの時間数の指標である介護保険における要介護

度だけに基づいて評価を行うべきではなく、支援の対象とする具体的

な生活機能上の障害、支援する活動に基づいて評価することが求めら

れる。 

・ 利用法、活用法の開発を伴った機器開発とすることが必要である。こ

のためには、開発の初期から医療福祉関係者ならびに利用者の参画が
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望ましい。また、医学の先端領域に関わる機器開発の場合は医工連携

を強化することが求められる。たとえば運動支援機器の開発の場合に

は、運動生理学をはじめとする先端医学領域とメカトロニクス（機械

装置に電子工学的知見を融合させることによって、新たな価値を求め

ようとるす学問・技術分野）との緊密な連携が必要である。 

・ 「高度な技術シーズ」よりも有用性、支援の有効性、低コストの追求

を優先することが必要である。 

・ 機器の利用が利用者の生活機能低下、生活不活発病を引き起こす危険

性に留意しつつ、臨床面から十分に配慮することが必要である。 

・ 医療機器、特に治療用機器は多数の患者が、それぞれ短期間使用する

ため、コストは分散され、高額なものも実用化可能となる。 

・ 義肢装具のように、使用者の心身条件への適合を要し、市場の小さい

福祉用具の場合は、コストが普及のための最大の阻害要因となる。し

たがって実用化に当たってのコスト面への戦略が必要となる。特別の

疾患のための在宅用医療機器も同様である。 

・ 共用品のように、一般の消費生活用具としても位置づけられるものに

ついては、一般製品と同様の開発戦略の採用も可能である。このこと

は、在宅用医療用具にも適用できる場合がある。 

 （B）対象とする分野別の留意事項 

支援機器の研究開発に当たっては、医療、福祉システム全体の中での

位置づけに配慮するとともに、その分野ごと、以下の点に留意すること

が必要である。 

(a)治療・機能訓練用機器 

・ 対象とする疾患、障害を定め、提供すべき介護の内容を選択していく

戦略が明快であり、それに基づいた開発戦略が必要であること。 

・ 医療機器の用途面からの性格づけ（病院用、在宅用など）が明確であ

ること。 

(b)介護用機器 

・ 介護者に対する支援の内容が明確な機器であること。 

・ 介護人材を確保する観点も重要であること。 

・ 介護する人とされる人の両者への配慮が明確であること。 

(c)移動・自立機器 

・ 様々な移動手段、高機能義肢装具は活動の自立度を向上させる基本的

手段であるとの位置づけに立つことが基本であるが、障害特性との整

合性は必須であること。 

・ 一般には市場規模が大きくないのでコスト削減のために明快な戦略
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が必要であること。 

(d)コミュニケーション 

・ 自立と社会参加のための機器であること。 

・ コミュニケーションを補助・支援する基本となる機器の開発はかなり

進んできているが、残存する能力の状況によっては必ずしも開発され

ている機器を適切に利用できていない場合もある。開発されている技

術の適用に困難がある場合には、個別に対応していくとともに、より

重度の障害への対応も求められる。言語及び運動機能障害、重度の認

知障害、知的障害のためには、言語構造と特性、行動特性、コンテン

ツなどを活用した開発が必要であること。 
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（４）具体的な取り組み 

Ⅰ.早期実現に向けた技術開発 

 Ⅰ－①ブレインマシンインターフェイス（BMI）による障害者自立支援機器の

開発 

 （ⅰ）概要 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

人の意思を脳活動の計測（脳波形など）によって推定し、その情報を義

肢や車椅子などの機器に伝達することによって制御するブレインマシンイ

ンターフェイス（以下「BMI」という。）の技術を活用した自立支援機器を

開発する。 

具体的には、頭部に装着した非侵襲型のセンサを用いることによって、

筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）などの神経難病や交通事故などで脊髄を損

傷した患者等が、身体の機能を失っても、インターネットやワープロを使

用したり、テレビ等の機器のスイッチを操作したりできるようにする機器

を開発する。 

 

（ⅱ）５年間の研究開発計画 

 ２００８年度～２０１０年度に競争的研究資金や委託研究費などを用い

て、神経難病や脊髄損傷等によって身体機能を失った方々を対象として、

ＢＭＩ技術を活用し、上記のような環境制御、コミュニケーション支援用

代替入力、機器のスイッチ操作等の用途で支援する自立支援機器のプロト

タイプを作成する。技術的には、確実で高速な信号処理を実現すること、

個々人の多様な障害特性を踏まえた適応ができること、装置をより小型

化・軽量化をすること、低コストの装置であることを開発目標とする。そ

うして研究開発された機器の中から、実用化の可能性のあるものを選定し、

２０１１年～２０１２年に実際の現場において実証研究を行う（厚生労働

・テレビのスイッチ操作 

人の意思を脳の信号として支援

機器に伝えて機器を活用する 

・環境制御装置の制御

・コミュニケーション支

援用代替入力 
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省）。 

 ＢＭＩの要素技術については、人の意思を脳活動として捉えるセンサ機

能や機器への伝達方法の高度機能化について、脳科学研究の中で行うＢＭ

Ｉの研究成果を活用する（文部科学省）。 

 また、実証研究と平行して、開発する機器の普及を目指して、市場規模

の調査や販売価格の試算、利用者が活用できる支援制度の調査等を行い、

普及に向けた戦略を策定する（関係府省庁）。 

さらにシステム改革については、実証研究に入る段階で、必要に応じて、

個別機器ごとに関連する分野の制度との関係を検証する（関係府省庁）。 

 

Ⅰ－②アミロイドイメージングによるアルツハイマー病（アルツハイマー型認

知症）の超早期診断法の確立 

（ⅰ）概要 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

2015 年に 250 万人になると推計されている認知症の中で、その基礎疾患

として最も比率が高いアルツハイマー病について、発症前診断法を確立す

ることが喫緊の課題となっている。このことにより、リスクは高いが適切

な対応により、発症を遅らせることが可能な者を発症前の段階でスクリー

ニングすることが期待できる。発症前診断法の確立により、２０１２年ま

でに専門医療機関等において希望者を対象に「アルツハイマー病超早期検

診」としてモデル的に実施することを目指す。 

具体的には、アルツハイマー病の直接の原因であり、発症前から脳内に

出現するβアミロイドに特異的に反応する物質を描出する陽電子放射断層

撮影装置（以下「ＰＥＴ」という。）等を用いて画像化する検査法（アミロ

イドイメージング）を確立する。また血液、尿等に出現するアルツハイマ

ー病に特異的なバイオマーカーを探索し、これらの非侵襲的検査とアミロ

イドイメージングによる画像診断を組み合わせることにより、発症前から

健常者 アルツハイマー病 

上がアミロイドイメージング、 

下がブドウ糖代謝 

（どちらもPET画像） 
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アルツハイマー病が発症するリスクを高い精度で予測できる診断法を確立

する。 

 また、発症前診断法の開発と並行して、アルツハイマー病を発症するリ

スクが高いと診断された方々への対処方法を検討するため、発症を遅らせ

る効果がある生活習慣を明らかにする疫学研究や、原因物質であるβアミ

ロイドを除去する治療薬を開発する研究を推進する必要がある。実証研究

の段階では、発症前診断の精度を検証することに加えて、アルツハイマー

病を発症するリスクが高いと診断された方々に対し、発症前から対処する

方が、発症後の早期かつ軽度の段階から対処するよりも予後がよいことを

検証する必要がある。 

  

（ⅱ）５年間の研究開発計画 

 ２００８年～２０１２年に、競争的資金を用いて、アミロイドイメージ

ングによるＰＥＴ等の画像検査及び血液等のバイオマーカーを用いた非侵

襲的検査等を組合せたアルツハイマー病の発症前診断法を検討する。これ

により、将来的なアルツハイマー病の発症の可能性を精度よく予測できる

検査メニューの組み合わせと診断基準を確立し、「アルツハイマー病超早期

検診」として専門医療機関等においてモデル的に実施することを目指す（厚

生労働省）。 

 また、アルツハイマー病を発症するリスクが高いと診断された方々への

対処方策を検討するため、発症を遅らせる効果がある生活習慣を明らかに

する疫学研究や、原因物質であるβアミロイドを除去する治療薬を開発す

る研究を行う（厚生労働省）。 

さらにシステム改革については、実証研究に入る段階で、開発した発症

前診断法や治療薬に関して速やかな普及が可能となるように関係部署と連

携して研究を進める（厚生労働省）。 

 

Ⅰ－③生活支援及び見守りシステムの開発 

（ⅰ）概要 

生活支援システム及び見守りシステムを開発する。例えばセンサネット

ワークやロボット技術を活用し、生活支援システムや見守りシステムを構

成し、要支援者が日常生活における活動を支えられ、安全・安心に見守ら

れている環境を創ることを目指す。 

なお、この技術開発には、「戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェク

ト」（経済産業省）における高齢者を含む様々な人々の意図を理解し、コミ

ュニケーションができるロボットシステムの開発、「基盤ロボット技術活用
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型オープンイノベーション促進プロジェクト」（経済産業省）におけるロボ

ット部品が、ロボット基盤技術の上で適切に動作するための技術開発等が

含まれる。また、総合科学技術会議が実施している科学技術連携施策群の

「次世代ロボット」において取り組まれている環境情報構造化共通プラッ

トフォーム基盤技術や、総務省において取り組まれているユビキタスネッ

トワーク技術開発等とも連携しながら推進する。 

 

（ⅱ）５年間の研究開発計画 

ニーズや導入コスト等の検討を踏まえた上で、必要となる技術開発を行

う。また、実際に使用が想定される環境において実証実験を行う（経済産

業省）。 

さらに、より利便性・汎用性の高いロボットサービスの実現に向けて、

ユビキタスネットワーク技術の一層の高度化を図る（総務省）。 

またシステム改革については、社会への導入にあたり、必要に応じて、

個別機器ごとに関連する分野の制度との関係を検証する（関係府省庁）。 

 

Ⅰ－④遠隔医療を実現する医療機器・技術の開発 

（ⅰ）概要 

インターネットなど情報通信網を用い、在宅等で診断等を行うシステム

に必要な技術開発や普及の推進等を行う。遠隔で機器を操作し、医療を行

う機器について、操作性、安全性、ＱＯＬ、患者の負担低減などの観点か

ら評価し、僻地医療や在宅医療で活用できる機器を開発する。 

 

（ⅱ）５年間の研究開発計画 

要素技術開発の一環として、在宅妊婦管理モバイルシステムを構築し、

実証実験を実施する（経済産業省）。これは、胎児の心拍、胎動を自宅で計

測し、ネットワークを通じて担当医や専門医に送信することにより、胎児

の健康状態を管理するものである。妊婦は本プロジェクトの対象範囲外で

はあるが、高齢者等の遠隔医療を実現するための技術開発に資する要素技

術である。 

なお、実証研究に入る段階で、必要に応じて、個別機器ごとに関連する

分野の制度との関係を検証する（関係府省庁）。 

 

Ⅱ.開発の進展している機器 

現在、既に企業等において、国の支援の下、或いは企業等の独自研究と

して研究開発が進展している支援機器がいくつかあげられる。このような
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研究開発成果の社会への還元を加速するため、導入に必要なシステム整備

や事業化支援について検討する。 

 

以下は事例の一部であるが、Ⅱ－①、Ⅱ－②で示す、自立動作支援機器、

機能回復訓練機器は、「人間支援型ロボット実用化基盤技術開発」（経済産

業省、2005～2007 年度）において、研究開発が進んでいるものである。こ

のプロジェクトでは、上肢や下肢の運動機能の低下を補って自立度の向上

を図ったり、在宅等に於ける機能訓練の継続を目的として、人間との接触

を前提とした各ロボットの安全性、カスタマイズ性や操作性等に関する仕

様の妥当性と効果を介護施設や病院等の現場にて行う実証試験で確認し、

人間の活動を支援するロボットの実現に繋がる技術を開発するものであり、

今後、成果が社会に還元されることが期待される。 

また、下肢筋力の低下があっても、自ら歩行することができ、生活圏の

広がりを維持できるようにするための歩行補助機器（Ⅱ－③）の事業化支

援についても検討を行う。自律動作ロボットの開発を軸に、急性灰白髄炎

（ポリオ）の後遺症として下肢の麻痺が残ったり、加齢により下肢の筋力

が低下したような歩行に困難が伴う者が機器を装着することによって、歩

行や動作が快適にでき、さらには自身が歩行することにより、生活の範囲

を広げ、ＱＯＬの向上に寄与する支援機器の具体的展開が期待される。 

さらに、介護現場のニーズの高い腰痛防止等を目的とした、介護者の業

務を支援する機器（Ⅱ－④）の事業化支援の検討を行う。パワースーツな

ど装着型の自律動作ロボットや、介護用リフトなどを指し、老人介護施設

等における実際の介護現場において効率的で快適な作業を実現するととも

に、介護者の職業病である腰痛の予防を目的とした支援機器の介護現場へ

の展開が求められる。 

 

Ⅱ－①自立動作支援機器の開発（例） 

    

（左より、上肢支援、下肢支援、下肢支援の各機器） 
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Ⅱ－②機能回復訓練機器の開発（例） 

    

（左より、上肢、下肢、手指、トレーニングの各機能回復訓練機器） 
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（参考） 

2008 年度施策一覧 

（単位：百万円） 

省
庁 

施策名 
2008 年度 

予算額 
施策の概要 

厚
生
労
働
省 

長寿科学総合研究

／障害保健福祉総

合研究／感覚器障

害研究・の一部 

72

（1,710 の

内数）

・障害者の QOL 向上と自立支援のため、治療から福祉に

わたる幅広い障害保健福祉サービスの提供について手法

の確立を図る。また、利便性・操作性の高い福祉支援機

器及び脳信号で動く高度な身体補助器具の開発における

応用と実用化の促進を図る。 （感覚器障害研究事業、

障害保健福祉総合研究事業：施策の該当部分） 

・要介護となる認知症の早期診断技術を開発することに

より、軽度認知障害者の診断・治療を可能とし、認知症

による要介護の予防を図る。（長寿科学総合研究事業：施

策の該当部分） 

少子高齢社会にお

けるサービスロボ

ットの用途拡大、実

用化促進および社

会的受容性の醸成 

（①及び②） 

高齢者・有病者・障害者への在宅での医療・介護などに

資するロボット及びロボット技術（ＲＴ）の用途拡大、

実用化促進及び社会的受容性の醸成を目指す。現在は、

以下の２つの施策より構成される。（下記①及び②） 

①基盤ロボット技

術活用型オープン

イノベーション促

進プロジェクト（在

宅支援関連ロボッ

トオープンイノベ

ーション） 

100

在宅支援関連ロボットオープンイノベーションとして、

高齢者・有病者・障害者への在宅での医療・介護の支援

にあたっては、ライフサイエンス、工学、IT の融合によ

って在宅医療に関連するリハビリ用福祉ロボットシステ

ムや在宅診断などを遠隔で行うシステムなどを実現する

ため、共通基盤モジュール（音声認識、画像認識、運動

制御）と共通プラットフォーム等の基盤ロボット技術を

発展させ、要素デバイスの組み込み技術への展開を含め

た強化と普及に資する技術開発等を本施策の中で行う。

その際、低コスト化(共通基盤技術の末端部品への普及と

効率的な開発環境)、テーラーメイド化（専用システムの

汎用共通デバイスによる構築）、検証や導入の促進（安全

や倫理、治験などに関する仕組みや体制整備）等を行う

ことにより、研究成果の社会還元を加速する。 

経
済
産
業
省 

②戦略的先端ロボ

ット要素技術開発

プロジェクト（在宅

支援関連戦略的先

端ロボット技術開

発） 

800

在宅支援関連戦略的先端ロボット技術開発のため、高齢

者・有病者・障害者への在宅での医療・介護の支援にあ

たっては、高齢者に対応したコミュニケーション技術や

インタラクション（ふれあい）技術の開発による情報提

供のみならず、物理的空間作業が可能なロボットの技術

開発等を本施策の中で行い、家庭や街で広く生活に役立

つような高齢者対応コミュニケーションロボットシステ

ムの導入を目指す。目的の達成のためＲＴ要素技術、シ

ステム技術の高度化研究及び人間とのインターフェイス

技術等の開発の要素技術の開発を行うとともに具体的用

途に合致した実現場での導入のシナリオを明確化するこ

とにより、成果の社会還元を加速する。 

小計 972  

 

 
79



ロードマップ
【高齢者・有病者・障害者への先進的な在宅医療・介護の実現】

Ⅰ－①
ブレイン-マシンインター
フェイス（BMI）による
障害者自立支援機器の開発

研究・技術要素
＆

システム改革
目 標2008年度

（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

実証研究で
検討する項目

Ⅰ－②
アミロイドイメージングに
よるアルツハイマー病（ア
ルツハイマー型認知症）の
超早期診断法の確立

Ⅱ－ ③
歩行を支援する
歩行補助機器の開発

Ⅰ－③
生活支援および
見守りシステムの開発

Ⅱ－②
機能訓練機器の開発

Ⅱ－①
自立動作支援機器の開発

介護する

家族等

高齢者
有病者
障害者

国民への普及

介護

施設等

心身機能の
障害を克服

時間的、身体的
負担の軽減

安全性・有効性
の確認

使い勝手等の
検討

開発、改良 【厚労省】 実証研究【厚労省】

脳科学におけるＢＭＩ研究 【文科省】

発症前診断法の確立 【厚労省】 モデル検証 【厚労省】

普及に向けた検討（＊） 【関係府省庁】

必要に応じて個別機器ごとに関連する分野の
制度との関係を検証 【関係府省庁】

開発、改良 【経産省、総務省】 改良、実証研究 【経産省、総務省】

普及に向けた検討（＊） 【関係府省庁】

遠隔医療システムの普及に向けた検討【関係府省庁】

（＊）市場規模の調査、
販売価格の試算、
支援制度の調査等

選定

発症を遅らせる方法の開発 【厚労省】

必要に応じて個別機器ごとに関連する分野の制度との関係を検証 【関係府省庁】

必要に応じて個別機器ごとに関連する分野の制度との関係を検証 【関係府省庁】

Ⅰ－④
遠隔医療を実現する
医療機器・技術の開発

技術開発・実証
【経産省】

必要に応じて個別機器ごとに関連する分野の制度との関係を検証 【関係府省庁】

Ⅱ 開発の進展している機器

Ⅰ 早期実現に向けた研究開発

Ⅱ－④
介護者の業務を支援する
機器の開発

実証研究に基づく改良 実証研究
事業化支援 【関係府省庁】

普及に向けた検討（＊） 【関係府省庁】
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